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平成 16年 3月期 個別中間財務諸表の概要 平成 15年 11月 25日

上  場  会  社  名       
不二サッシ株式会社 上場取引所　東

コ  ー  ド  番  号       5 9 4 0 本社所在都道府県

（ＵＲＬ    http://www.fujisash.co.jp) 神奈川県

代     表     者 取  締  役  社  長 門  田  三  郎

問 合 せ 先 責 任 者 執行役員経理部長 宮  武  憲  二 TEL (03) 5745 - 1212

中間決算取締役会開催日 平成 15年 11月 25日 中間配当制度の有無　　  有

中間配当支払開始日
単元株制度採用の有無    有

(1単元100株）

１. 15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）

(1)経営成績 (注）百万円未満切り捨て

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 37,649 ( △14.8） 1,410 ( 147.4) 728 (    - )

14年 9月中間期 44,179 (　△7.7） 570 (    - ) △ 239 (    - )

15年 3月期 93,437 3,101 1,618

中間(当期)純利益
１株当たり中間

( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　　銭

15年 9月中間期 265 (    - ) 7 39

14年 9月中間期 △ 832 (    - ) △  23 12

15年 3月期 △ 2,903 △  80 66

(注)①期中平均株式数   15年 9月中間期 35,986,188株  14年 9月中間期 35,995,646株  15年 3月期 35,992,672株

②会計処理の方法の変更　　 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

１株当たり

中間配当金

１株当たり

年間配当金 （注）15年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭 記念配当 －円－銭

15年 9月中間期 － － 特別配当 －円－銭

14年 9月中間期 － －

15年 3月期 － －

(3)財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率
１株当たり

株 主 資 本

百万円 百万円 ％ 円　銭

15年 9月中間期 101,838 2,455 2.4 68 24

14年 9月中間期 119,744 2,241 1.9 62 28

15年 3月期 105,729 902 0.9 25 07

(注)①期末発行済株式数 15年 9月中間期 35,985,359株 14年 9月中間期 35,994,173株 15年 3月期 35,986,926株

②期末自己株式数   15年 9月中間期     12,720株 14年 9月中間期      3,906株 15年 3月期     11,153株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）

１株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 86,400 2,180 850 － －

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     23円 62銭

＊上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。
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中 間 財 務 諸 表 等             

    (1)中間貸借対照表 

                                                                             (単位：百万円) 

当 期 前 期 前 期 中 間 中 間

平成15年9月30日現在 平成14年9月30日現在 平成15年3月31日現在

                 期  別 

 

 

  科  目 金    額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比

   % %   % 

【 資 産 の 部 】  101,838 100 119,744 100  105,729 100 

流 動 資 産   38,721 38.0 53,629 44.8  42,978 40.6

 現 金 及 び 預 金   1,774 7,544  1,382 

 受 取 手 形   6,271 7,719  9,830 

 売 掛 金   7,581 11,363  10,970 

 た な 卸 資 産   20,736 23,064  19,097 

 そ の 他   3,746 5,842  3,443 

 貸 倒 引 当 金  △ 1,388 △ 1,904 △ 1,746 

固 定 資 産   63,116 62.0 66,115 55.2  62,751 59.4

（有形固定資産）   46,236 45.4 48,473 40.5  46,915 44.4

 建 物   9,733 10,569  10,081 

 機 械 及 び 装 置   3,919 4,562  4,199 

 土 地   31,131 31,692  31,131 

 そ の 他   1,452 1,648  1,503 

（無形固定資産）   210 0.2 239 0.2  201 0.2

（投資その他の資産）   16,669 16.4 17,401 14.5  15,633 14.8

 投 資 有 価 証 券   15,101 15,244  14,433 

 そ の 他   5,427 5,790  5,185 

 投 資 損 失 引 当 金  △ 1,435 － △ 1,700 

 貸 倒 引 当 金  △ 2,423 △ 3,632 △ 2,284 

      

 資 産 合 計   101,838 100 119,744 100  105,729 100 
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当 中 間 期 前 期 前 期 

                                                                              (単位：百万円) 

中 間

平成15年9月30日現在 平成14年9月30日現在 平成15年3月31日現在

                 期  別  

 

 

 科  目 金    額 構成比 金     額 構成比 金    額 構成比

       %      %       % 

 【 負 債 の 部 】  99,382 97.6 117,502 98.1  104,827 99.1

流 動 負 債   72,716 71.4 86,851 72.5  76,112 72.0

 支 払 手 形   9,522 11,994   11,674

 買 掛 金   6,619 6,986   7,000

 短 期 借 入 金   46,366 57,018   48,032

 未 払 法 人 税 等   52 50   85

 前 受 金   8,522 8,645   7,337

 賞 与 引 当 金   190 199   205

 そ の 他   1,442 1,956   1,775

固 定 負 債   26,666 26.2 30,651 25.6  28,714 27.1

 長 期 借 入 金   14,115 18,308   16,331

 退 職 給 付 引 当 金   6,095 5,855   6,241

 役員退職慰労引当金   112 114   133

 再評価に係る繰延税金負債   5,352 5,663   5,352

 繰 延 税 金 負 債   373 －   －

 そ の 他   617 709   655

 【  資  本  の  部  】  2,455 2.4 2,241 1.9  902 0.9

資 本 金   8,678 8.5 8,678 7.2  8,678 8.2

資 本 剰 余 金   8,725 8.6 8,725 7.3  8,725 8.3

 資 本 準 備 金   8,725 8,725   8,725

利 益 剰 余 金  △ 23,381 △22.9 △ 21,769 △18.2 △ 23,647 △22.4

 利 益 準 備 金   417 417   417

 中 間 未 処 分 利 益  △ 23,799 △ 22,187  △ 24,065

土地再評価差額金   7,883 7.7 7,904 6.6  7,883 7.5

その他有価証券評価差額金   550 0.5 △ 1,297 △1.0 △ 737 △ 0.7

自 己 株 式  △ 0 △0.0 △ 0 △0.0 △ 0 △ 0.0

 負 債 計及 び 資 本 合    101,838 100 119,744 100  105,729 100 
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    (2)中間損益計算書 

        
(単位:百万円)

当中間会計期間 前中間会計期間 
前事業年度の        

要約損益計算書 

自平成15年 4月 1日 自平成14年 4月 1日 自平成14年 4月 1日 

至平成15年 9月30日 至平成14年 9月30日 至平成15年 3月31日 

              期  別  

 

 

 

  科  目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比

    % %   % 

売 上 高   37,649 100 44,179 100  93,437 100 

売 上 原 価   30,784 81.8 37,399 84.7  78,100 83.6

 売 上 総 利 益   6,864 18.2 6,780 15.3  15,337 16.4

販売費及び一般管理費   5,454 14.5 6,209 14.0  12,235 13.1

 営 業 利 益   1,410  3.7 570 1.3  3,101  3.3

営 業 外 収 益   367 1.0 496 1.1  1,071 1.1

 受取利息及び配当金   149 117  155 

 その他の営業外収益   217 379  915 

営 業 外 費 用   1,049 2.8 1,306 2.9  2,554 2.7

 支 払 利 息   707 878  1,689 

 その他の営業外費用   341 427  864 

 経 常 利 益   728 1.9 △ 239 △ 0.5  1,618  1.7

特 別 利 益   482 1.3 236 0.5  － －

 投資有価証券売却益   154 －  － 

 投資損失引当金戻入益   265 －  － 

 そ の他の特別利益   63 236  － 

特 別 損 失   898 2.4 1,612 3.7  5,403 5.8

 固 定資産除売却損  40 278  881 

 投資有価証券評価損  11 92  1,474 

 関係会社株式評価損  161 250  － 

 販売用不動産評価損  612 －  － 

 子 会 社 整 理 損  － －  402 

 貸 倒引当金繰入額  － 288  186 

 投資損失引当金繰入額  － －  1,700 

 厚生年金基金代行部分返上損  － 683  683 

  そ の他の特別損失  72 18  72 

税引前中間(当期)純利益  313 0.8 △ 1,614 △3.7 △ 3,784 △4.1

法人税､住民税及び事業税   47 0.1 57 0.1  97 0.1

法 人 税 等 調 整 額   － － △ 840 △ 1.9 △ 978 △ 1.1

中 間 (当 期 )純 利益   265 0.7 △ 832 △1.9 △ 2,903 △3.1

前 期 繰 越 利 益  △ 24,065 △ 22,527 △ 22,527 

土地再評価差額金取崩額   － 1,172  1,365 

中間(当期)未処分利益  △ 23,799 △ 22,187 △ 24,065 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１．資産の評価基準及び評価方法  

  (1) 有 価 証 券   

       ① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法 

       ② その他有価証券  

 時 価 の あ る も の              中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入 

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時 価 の な い も の              移動平均法に基づく原価法 

  (2) た な 卸 資 産   

 販売用不動産･仕掛品(ｵｰﾀﾞｰ生産品) 個別法に基づく原価法 

 製品･半製品･原材料･貯蔵品 移動平均法に基づく原価法 

 仕掛品（オーダー生産品以外） 移動平均法に基づく原価法 

   

２．固定資産の減価償却の方法  

  (1) 有  形  固  定  資  産                 定率法によっております。 

    ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除 

  く。）については定額法を採用しております。 

  主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建物  15～45 年 機械装置 ７年～13 年 

  (2) 無  形  固  定  資  産                 定額法によっております。 

    ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可 

  能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

   

３．引当金の計上基準  

   (1) 貸  倒  引  当  金                 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実 

  績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性 

  を検討し回収不能見込額を計上しております。 

   (2) 賞  与  引  当  金                 従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、支給見込額に基 

  き計上しております。 

   (3) 退 職 給 付 引 当 金                 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債 

   務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生し 

   ていると認められる額を計上しております。 

  会計基準変更時差異については 15 年による按分額を費用処理して 

  おります。 

  

  

 

  

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

 (4) 役 員 退 職 慰 労 引 当 金               

 

役員の退職慰労金の支払に充てるため、内規に基づく中間期末要支

給額を計上しております｡ 

(5) 投 資 損 失 引 当 金 

 

子会社等への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等

を勘案し、会社所定の基準により損失見込額を計上しております。 
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４．リース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の 

   賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

       

５．その他財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 

 

 

 

  

注 記 事 項  

   当 中 間 期          前 中 間 期          前    期        

   平成15年9月30日現在  平成14年9月30日現在  平成15年3月31日現在

 1. 有形固定資産の減価償却累計額  51,354百万円 50,742百万円 50,844百万円

 2. 担 保 提 供 資 産                53,506百万円 58,985百万円 56,174百万円

 3. 保 証 債 務                2,386百万円 3,265百万円 2,778百万円

  4. 受 取 手 形 割 引 高                5,782百万円 5,776百万円 5,143百万円

 5. 受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高                618百万円 397百万円 341百万円

 6． 1株当たり中間(当期)純利益金額  7.39円 △23.12円 △80.66円

 7． 1 株 当 た り 純 資 産 額  68.24円 62.28円 25.07円
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リース取引関係 

 

 １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) 未経過リース料中間（期末）残高相当額  
  ( 当 中 間 期 )        ( 前 中 間 期 )         ( 前    期 )       

  一  年  内  339百万円 641百万円  460百万円

  一  年  超  844百万円 1,135百万円  953百万円

    合  計  1,184百万円 1,777百万円  1,414百万円
   

 (注) 未経過リース料中間期

末残高相当額は､有形

固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低

いため、支払利子込み

法によって算定してお

ります。 

(注) 未経過リース料中間期

末残高相当額は､有形

固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低

いため、支払利子込み

法によって算定してお

ります。 

(注) 未経過リース料中間期

末残高相当額は､有形

固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低

いため、支払利子込み

法によって算定してお

ります。 

   

(2) 支払リース料及び減価償却費相当額  

   ( 当 中 間 期 )        ( 前 中 間 期 )         ( 前    期 )       

  支払リース料  275百万円 424百万円  796百万円

  減価償却費相当額 275百万円 424百万円  796百万円

   

(3) 資産情報   

 ①リース物件の取得価額相当額  

   ( 当 中 間 期 )        ( 前 中 間 期 )         ( 前    期 )       

   2,998百万円 4,180百万円  3,788百万円

 ②減価償却累計額相当額  

   ( 当 中 間 期 )        ( 前 中 間 期 )         ( 前    期 )       

   1,814百万円 2,403百万円  2,374百万円

 ③中間期末(期末)残高相当額  

   ( 当 中 間 期 )        ( 前 中 間 期 )         ( 前    期 )       

   1,184百万円 1,777百万円  1,414百万円

 

 ２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料  ( 当 中 間 期 )        ( 前 中 間 期 )         ( 前    期 )       

     一 年 内  ―百万円 34百万円  47百万円

     一  年 超  ―百万円 ―百万円  ―百万円

     合 計  ―百万円 34百万円  47百万円
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（有価証券関係） 
 
     （子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの） 
 
       当中間期（平成15年9月30日現在）  

     （単位：百万円）

    中間貸借対照表計上額     時        価  評 価 損 益        

 子 会 社 株 式           2,213 1,555  △657  

 
        前中間期（平成14年9月30日現在）      

     （単位：百万円）

    中間貸借対照表計上額     時        価  評 価 損 益        

 子 会 社 株 式           2,213 1,133  △1,079  

 
        前   期 （平成15年3月31日現在） 

     （単位：百万円）

      貸借対照表計上額     時        価  評 価 損 益        

 子 会 社 株 式           2,213 1,094  △ 1,118  

 
 
 


